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新
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貴社の景況判断BSI（「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）●貴社の景況
令和７年１～３月期の「貴社の景況判断」BSIを全産業でみると、大企業は2.0%ポ
イントとなり、令和６年４～６月期以降４期連続の「上昇」超となっています。続いて、
中堅企業も「上昇」超、中小企業は「下降」超となっています。
先行きを全産業でみると、大企業、中堅企業は「上昇」超で推移する見通しとなり、
中小企業は「下降」超で推移する見通しとなっています。
●国内の景況
令和７年１～３月期の「国内の景況判断」BSIを全産業でみると、大企業は3.1%ポ
イントとなり、令和５年４～６月期以降８期連続の「上昇」超、中堅企業、中小企業は
いずれも「下降」超となっています。
先行きを全産業でみると、大企業は「上昇」超で推移する見通しです。中堅企業は
令和7年７～９月期に「上昇」超に転じる見通しで、中小企業は「下降」超で推移す
る見通しとなっています。
令和７年３月末時点の「従業員数判断」BSIを全産業でみると、大企業は28.3%ポイ
ントとなり、平成23年９月末以降55期連続の「不足気味」超となり、中堅企業、中小
企業はいずれも「不足気味」超となっています。
先行きを全産業でみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「不足気味」超で推
移する見通しとなっています。
令和６年度は、3.2%の増収見込みとなっています。
業種別にみると、製造業、非製造業ともに増収見込みとなっています。
令和６年度は、6.5%の増益見込みとなっています。
業種別にみると、製造業、非製造業ともに増益見込みとなっています。
令和６年度は、7.4％の増加見込みとなっています。 
業種別にみると、製造業、非製造業ともに増加見込みとなっています。

令和７年１ー３月期調査

対象企業数
回答企業数
回　収　率

法人企業景気予測調査
（内閣府・財務省）

法人企業景気予測調査は、わが国の経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することにより、経済の現状
および今後の見通しに関する基礎資料を得ることを目的として四半期ごとに調査しています。なお、資本金、
出資金または基金（以下、「資本金」といいます）1千万円以上の法人（ただし、電気・ガス・水道業および金融業、
保険業は資本金1億円以上）を対象としています。以下は、令和７年１－３月期調査結果の概要です。

（注）本調査において大企業とは資本金10億円以上の企業を、中堅企業とは資本金1億円以上10億円未満
の企業を、中小企業とは資本金1千万円以上1億円未満の企業をいいます。

景　　況

大
企
業
中
堅
企
業
中
小
企
業

全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業

令和7年7～9月
見通し

令和6年10～12月
前回調査

国内の景況判断BSI（「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）

大
企
業
中
堅
企
業
中
小
企
業

全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業

令和7年1～3月
現状判断

令和7年7～9月
見通し

令和6年10～12月
前回調査

令和7年1～3月
現状判断

令和7年4～6月
見通し

令和7年4～6月
見通し

5.7 
6.3 
5.5 
6.9 
6.4 
7.0 
▲0.3 
▲2.7 
0.1 

3.5 
1.2 
4.6 
1.5 
1.1 
1.6 
▲9.2 
▲8.8 
▲9.3 

2.0 
▲2.4 
4.1 
0.7 
▲6.9 
2.8 

▲12.7 
▲18.3 
▲11.6 

3.1 
▲1.3 
5.2 
▲2.3 
▲8.7 
▲0.6 
▲17.7 
▲22.8 
▲16.8 

5.7 
6.3 
5.4 
3.8 
▲1.5 
5.3 
▲4.7 
▲12.4 
▲3.2 

4.2 
2.0 
5.3 
1.4 
▲3.8 
2.8 

▲11.7 
▲20.9 
▲10.0 

1.5 
▲0.5 
2.5 
3.1 
1.0 
3.6 
▲5.1 
▲8.0 
▲4.5 

2.1 
▲1.4 
3.8 
▲0.8 
▲4.0 
0.1 

▲13.5 
▲14.7 
▲13.3 

14,271社
11,101社
　 77.8％

設備投資

雇　　用

売 上  高

経常利益

去
る
３
月
24
日
、
金
融
庁
は
、
内

閣
府
令
20
号「
財
務
諸
表
等
の
用
語
、

様
式
及
び
作
成
方
法
に
関
す
る
規
則

及
び
連
結
財
務
諸
表
の
用
語
、
様
式

及
び
作
成
方
法
に
関
す
る
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
」
を
公
布

し
、
関
連
す
る
財
規
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

等
の
改
正
を
公
表
し
た
。

Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
が
企
業
会
計
基
準
34
号

「
リ
ー
ス
に
関
す
る
会
計
基
準
」
等

を
公
表
し
た
こ
と
を
受
け
て
、
所

要
の
改
正
を
行
う
も
の
（https://

w
w
w
.fsa.go

.jp
/n
ew
s/r6

/
sonota/20250324/20250324.
htm
l

）。

リ
ー
ス
に
関
す
る
注
記

リ
ー
ス
の
借
手
、フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・

リ
ー
ス
の
貸
手
、
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン

グ
・
リ
ー
ス
の
貸
手
そ
れ
ぞ
れ
に
つ

い
て
、
注
記
事
項
が
示
さ
れ
た
（
財

規
８
の
６
、
連
結
財
規
15
の
３
）。

資
産
の
区
分
表
示

有
形
固
定
資
産
、
無
形
固
定
資

産
、
投
資
そ
の
他
の
資
産
に
お
い
て

区
分
表
示
す
る
科
目
に
「
使
用
権

資
産
」
が
追
加
さ
れ
た
（
財
規
23
、

27
、
31
、
連
結
財
規
26
、
28
、
30
）。

適
用
関
係
等

公
布
日
か
ら
施
行
さ
れ
、
２
０
２
７

年
４
月
１
日
以
後
開
始
す
る
事
業
年

度
等
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る
。

金
融
庁
告
示

同
日
、
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
が
２
０
２
４
年

９
月
13
日
ま
で
に
公
表
し
た
「
リ
ー

ス
に
関
す
る
会
計
基
準
」
等
の
会
計

基
準
を
、
連
結
財
務
諸
表
規
則
お
よ

び
財
務
諸
表
等
規
則
に
規
定
す
る
一

般
に
公
正
妥
当
と
認
め
ら
れ
る
企
業

会
計
の
基
準
と
す
る
告
示
も
公
表
さ

れ
て
い
る
。

去
る
３
月
21
日
、
金
融
庁
は
第
２

回
金
融
審
議
会
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

情
報
の
保
証
に
関
す
る
専
門
グ
ル
ー

プ
（
座
長
：
堀
江
正
之
・
日
本
大
学

商
学
部
特
任
教
授
）
を
開
催
し
た
。

前
回
（
２
０
２
５
年
３
月
１
日
号

（
№
１
７
３
６
）
情
報
ダ
イ
ジ
ェ
ス

ト
参
照
）
の
議
論
を
踏
ま
え
、
次
の

論
点
に
つ
い
て
検
討
が
行
わ
れ
た
。

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
保
証
の
考
え
方

次
の
考
慮
事
項
が
示
さ
れ
た
。

①　
従
来
の
財
務
情
報
と
サ
ス
テ
ナ

ビ
リ
テ
ィ
情
報
と
の
違
い

ⅰ
　
保
証
業
務
実
施
者
に
過
度
な

責
任
を
負
わ
せ
な
い
措
置
を
検
討

（
作
成
者
側
の
セ
ー
フ
ハ
ー
バ
ー

の
議
論
等
も
踏
ま
え
て
検
討
）

ⅱ
　
保
証
業
務
実
施
者
が
知
識
を

習
得
し
、
保
証
実
務
経
験
を
蓄

積
す
る
こ
と
を
優
先
し
、
資
格

制
度
の
要
否
に
つ
い
て
は
、
将

来
の
検
討
課
題
と
す
る
こ
と

②　

現
行
実
務
と
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ

テ
ィ
保
証
業
務
の
違
い

ⅰ
　
業
務
管
理
体
制
と
し
て
、
職

業
的
専
門
家
と
し
て
の
能
力
・

経
験
等
の
う
ち
一
定
の
も
の

（
例
：
財
務
会
計
の
知
識
、
上

場
企
業
等
の
保
証
経
験
な
ど
）

を
有
す
る
者
を
備
え
る
こ
と

ⅱ
　
現
行
の
実
務
経
験
者
の
知
見

を
活
用
す
る
な
ど
、
企
業
に
応

じ
た
保
証
が
で
き
る
業
務
管
理

体
制
を
求
め
る
こ
と

③　
財
務
諸
表
監
査
と
サ
ス
テ
ナ
ビ

リ
テ
ィ
保
証
業
務
の
違
い

・
今
後
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
保
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会
計・監
査・開
示

〝
来
し
方
行
く
末
〟

上
場
企
業
に
対
す
る
規
制
等
③
―
2

～
東
証
規
則（
適
時
開
示
⑵
）～

公
認
会
計
士 

市
川　

育
義

今
回
は
、
前
回
に
続
き
東
証
規
則

に
よ
る
適
時
開
示
制
度
の
開
示
内
容
に

つ
い
て
説
明
す
る
（
①
〜
③
は
前
回
説

明
）。

④　
決
算
情
報

決
算
情
報
と
し
て
は
、
決
算
短
信
や

四
半
期
決
算
短
信
が
あ
る
が
、
四
半

期
決
算
短
信
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
３

年
11
月
の
金
融
商
品
取
引
法
の
改
正
に

よ
り
、
上
場
企
業
に
対
す
る
四
半
期
報

告
書
の
提
出
義
務
（
第
１
・
第
３
四
半

期
）
を
廃
止
し
て
、
取
引
所
規
則
に
基

づ
く
四
半
期
決
算
短
信
に
一
本
化
さ
れ

た
こ
と
は
周
知
の
と
お
り
で
あ
る
（
改

正
法
は
２
０
２
４
年
４
月
１
日
以
後
開

始
す
る
四
半
期
決
算
か
ら
適
用
）。

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
金
融
商
品
取

引
法
に
よ
る
四
半
期
開
示
（
第
１
・
第

３
四
半
期
）
が
な
く
な
っ
た
こ
と
に
対

応
し
て
、
四
半
期
決
算
短
信
の
様
式
の

見
直
し（
セ
グ
メ
ン
ト
情
報
等
や
キ
ャッ

シ
ュ
・
フ
ロ
ー
に
関
す
る
注
記
等
の
追

加
）
が
行
わ
れ
、
開
示
内
容
の
充
実
が

図
ら
れ
て
い
る
。

た
だ
し
、
金
融
商
品
取
引
法
に
よ
る

四
半
期
開
示
で
義
務
化
さ
れ
て
い
た
、

監
査
人
に
よ
る
レ
ビ
ュ
ー
は
、
基
本
的

に
取
引
所
規
則
で
は
任
意
と
さ
れ
て
い

る
た
め
、
当
該
レ
ビ
ュ
ー
の
有
無
が
四

半
期
決
算
短
信
の
様
式
で
記
載
項
目
と

さ
れ
て
い
る
。
監
査
人
に
よ
る
レ
ビ
ュ
ー

は
任
意
と
い
っ
て
も
、
実
務
上
、
監
査

人
は
年
度
監
査
の
一
環
と
し
て
期
中
監

査
を
実
施
し
て
お
り
、
そ
の
際
、
四
半

期
決
算
短
信
に
触
れ
る
機
会
も
あ
る
と

思
わ
れ
、
一
定
程
度
の
関
わ
り
が
あ
る

も
の
と
思
わ
れ
る
。

⑤　

業
績
予
想
、配
当
予
想
の
修
正

等上
場
会
社
は
、「
上
場
会
社
の
属
す

る
企
業
集
団
の
売
上
高
、
営
業
利
益
、

経
常
利
益
又
は
純
利
益
に
つ
い
て
、
公

表
が
さ
れ
た
直
近
の
予
想
値
（
当
該
予

想
値
が
な
い
場
合
は
、
公
表
さ
れ
た
前

連
結
会
計
年
度
の
実
績
値
）
に
比
較
し

て
、
新
た
に
算
出
し
た
予
想
値
又
は
決

算
に
お
い
て
差
異
が
生
じ
た
場
合
」
で

あ
っ
て
、
か
つ
、
当
該
差
異
が
一
定
の

乖
離
幅
以
上
で
あ
る
場
合
は
、
た
だ
ち

に
適
時
開
示
す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら

れ
て
い
る
。

一
定
の
乖
離
幅
と
し
て
は
、
た
と
え

ば
次
の
基
準
値
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。

・
連
結
売
上
高
：
10
％
以
上

・
連
結
営
業
利
益
：
30
％
以
上

・
連
結
経
常
利
益
：
30
％
以
上

・
親
会
社
株
主
に
帰
属
す
る
当
期
純

利
益
：
30
％
以
上

な
お
、
業
績
予
想
の
開
示
は
強
制

さ
れ
て
い
る
も
の
で
は
な
く
、
証
券
会

社
等
の
一
部
の
業
種
に
お
い
て
は
、
予

想
値
を
開
示
し
な
い
上
場
会
社
も
あ
る

が
、
こ
の
場
合
に
は
前
連
結
会
計
年
度

の
実
績
値
と
の
乖
離
幅
を
も
っ
て
、
最

新
の
業
績
推
移
に
関
す
る
適
時
開
示
を

義
務
づ
け
て
い
る
。

と
こ
ろ
で
、
当
期
の
成
果
を
示
す
純

利
益
に
つ
い
て
、
連
結
損
益
計
算
書
に

お
け
る
当
期
純
利
益
と
親
会
社
株
主
に

帰
属
す
る
当
期
純
利
益
と
が
あ
る
が
、

両
者
の
違
い
は
し
っ
か
り
理
解
さ
れ
て

い
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
業
績
修
正
の
対

象
は
当
期
純
利
益
で
は
な
く
、
親
会

社
株
主
に
帰
属
す
る
当
期
純
利
益
で
あ

る
。
株
価
収
益
率
（
Ｐ
Ｅ
Ｒ
）
は
投
資

者
の
投
資
判
断
上
も
非
常
に
重
要
な
指

標
と
さ
れ
て
お
り
、
有
価
証
券
報
告
書

の
ハ
イ
ラ
イ
ト
情
報
に
も
時
系
列
で
記

載
さ
れ
て
い
る
が
、
連
結
損
益
計
算
書

の
計
算
構
造
の
理
解
が
必
ず
し
も
十
分

で
な
い
と
感
じ
て
い
る
。

Ｐ
Ｅ
Ｒ
は
、
株
価
を
１
株
当
た
り

利
益
で
除
し
て
計
算
す
る
わ
け
で
あ
る

が
、
分
母
の
純
利
益
は
、
連
結
損
益

計
算
書
に
お
け
る
当
期
純
利
益
で
は
な

い
。
分
子
の
株
価
に
対
応
す
る
純
利
益

は
親
会
社
株
主
に
帰
属
す
る
当
期
純

利
益
で
あ
る
た
め
（
連
結
子
会
社
に
外

部
株
主
が
い
る
場
合
（
１
０
０
％
子
会

社
で
な
い
場
合
）
に
は
当
該
株
主
に
帰

属
す
る
純
利
益
が
全
体
と
し
て
の
当
期

純
利
益
に
含
ま
れ
て
い
る
た
め
）、
こ

の
点
、
今
一
度
確
認
し
て
は
い
か
が
で

あ
ろ
う
か
。

証
基
準
（
仮
称
）
を
策
定
す
る

に
あ
た
っ
て
は
、
関
係
者
か
ら

幅
広
い
意
見
を
求
め
、
わ
が
国

の
有
報
に
お
け
る
サ
ス
テ
ナ
ビ

リ
テ
ィ
情
報
を
保
証
す
る
た
め

に
必
要
な
要
素
が
あ
れ
ば
、
反

映
さ
せ
る
こ
と

委
員
か
ら
は
、①
ⅰ
に
つ
い
て「
過

度
な
責
任
を
負
わ
せ
る
と
企
業
の
開

示
に
関
す
る
積
極
性
を
損
な
う
の
で

賛
成
」、
①
ⅱ
に
つ
い
て
「
信
頼
性

の
担
保
や
倫
理
観
の
醸
成
が
重
要
で

あ
り
慎
重
に
検
討
す
べ
き
」、「
全
プ

ラ
イ
ム
市
場
上
場
企
業
適
用
ま
で
に

は
制
度
を
整
え
て
ほ
し
い
」、
②
ⅰ

に
つ
い
て
「
例
示
の
『
上
場
企
業
等

の
保
証
経
験
』
は
あ
い
ま
い
で
は
」、

③
に
つ
い
て
「
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ａ
５
０
０
０

か
ら
乖
離
し
な
い
よ
う
に
」
な
ど
の

意
見
が
聞
か
れ
た
。

自
主
規
制
機
関
の
役
割

自
主
規
制
機
関
の
期
待
さ
れ
る
役

割
と
し
て「
保
証
業
務
の
質
の
維
持
・

向
上
」、「
従
事
者
の
知
識
・
能
力
の

向
上
」、「
従
事
者
に
お
け
る
高
い
倫

理
観
の
醸
成
・
保
持
」
が
示
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
は
「
コ
ス
ト
ベ
ネ
フ
ィ
ッ

ト
や
リ
ソ
ー
ス
に
つ
い
て
具
体
的
な

検
討
を
」、「
諸
外
国
の
動
向
も
参
考

に
」
と
の
意
見
が
聞
か
れ
た
。

任
意
の
保
証

有
報
に
お
け
る
任
意
の
保
証
に
つ

い
て
、
次
の
課
題
が
示
さ
れ
た
。

⑴　
制
度
上
の
保
証
業
務
の
要
件
を

満
た
し
た
保
証
を
任
意
で
受
け
た

場
合
（
義
務
化
対
象
企
業
が
義
務

化
開
始
時
期
よ
り
も
早
期
に
保
証

を
受
け
る
場
合
な
ど
）
は
、
制
度

上
の
保
証
業
務
で
求
め
ら
れ
る
質

が
担
保
さ
れ
て
い
る
た
め
、
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
保
証
報
告
書
を
有

報
に
添
付
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ

る
か
。

⑵　
制
度
上
の
保
証
業
務
の
要
件
を

満
た
さ
な
い
保
証
を
任
意
で
受
け

た
場
合
は
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

保
証
報
告
書
を
有
報
に
添
付
す
る

こ
と
は
認
め
ら
れ
る
か
。

委
員
か
ら
は
「
⑴
は
賛
成
、
⑵
は

添
付
を
認
め
な
い
」
と
の
意
見
が
多

く
聞
か
れ
た
。

＊

事
務
局
か
ら
、
２
月
26
日
公
表
の

欧
州
の
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
報
告
の

開
示
負
担
の
軽
減
等
を
目
的
と
し
た

オ
ム
ニ
バ
ス
法
案
が
公
表
さ
れ
た
こ

と
に
つ
い
て
報
告
が
さ
れ
、委
員
か
ら

「
海
外
動
向
を
注
視
し
、
制
度
設
計

や
開
始
時
期
に
つ
い
て
慎
重
に
検
討

を
」、「
同
法
案
は
非
上
場
企
業
へ
の

緩
和
が
中
心
で
あ
り
、
日
本
の
ロ
ー

ド
マ
ッ
プ
に
影
響
を
受
け
な
い
と
考

え
る
」
な
ど
の
意
見
が
聞
か
れ
た
。
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期
中
会
計
基
準
等
、文
案
検
討
進
む

─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会
　
　
計

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
設
例
を
取
り
込
む
文
案
、

検
討
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、金
融
商
品
専
門
委

会
　
　
計

Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
公
表
資
料
を
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準

適
用
上
の
補
足
文
書
と
し
て
公
表
へ

─
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会
　
　
計

去
る
３
月
18
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
５
４
３
回
企
業
会
計

基
準
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
以
下
の
と
お
り
。

四
半
期
報
告
制
度
の
見
直
し

四
半
期
会
計
基
準
等
と
中
間
会
計

基
準
等
を
統
合
し
た
「
期
中
会
計
基

準
等
」
の
開
発
に
つ
い
て
審
議
が
行

わ
れ
た
。
こ
れ
ま
で
の
審
議
を
踏
ま

え
、
関
連
す
る
他
基
準
等
も
含
む
改

正
文
案
が
出
そ
ろ
い
、検
討
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
特
段
の
異
論
は
聞
か
れ

な
か
っ
た
。

企
業
会
計
基
準
諮
問
会
議
か
ら
の

報
告第

53
回
企
業
会
計
基
準
諮
問
会

議
（
２
０
２
５
年
３
月
20
日
号
（
№

１
７
３
８
）
情
報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参

照
）
の
報
告
が
同
会
議
議
長
か
ら
行

わ
れ
、
法
人
税
等
会
計
基
準
等
に
関

し
て
適
用
対
象
と
な
る
税
金
に
つ
い

て
の
原
則
的
な
定
め
を
置
く
等
の
見

直
し
を
す
る
テ
ー
マ
提
言
が
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
特
段
の
意
見
は
聞
か
れ

な
か
っ
た
。

去
る
３
月
13
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
２
３
５
回
金
融
商
品

専
門
委
員
会
を
開
催
し
た
。

本
専
門
委
員
会
お
よ
び
第
５
４
３

回
親
委
員
会
で
、
金
融
資
産
の
減
損

に
つ
い
て
の
審
議
が
行
わ
れ
た
。

主
な
審
議
事
項
は
以
下
の
と
お
り
。

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
の
設
例
の
文
案

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
「
金
融
商
品
」
設

例
１
か
ら
設
例
５
に
つ
い
て
、
新
適

用
指
針
に
取
り
込
む
に
あ
た
っ
て
の

文
案
が
示
さ
れ
た
。

設
例
１
「
信
用
リ
ス
ク
が
著
し
く

増
大
し
て
い
る
ケ
ー
ス
」
で
は
、
資

金
調
達
構
造
に
関
す
る
前
提
は
、
過

度
に
複
雑
で
あ
る
た
め
単
純
化
し
て

い
る
点
、
設
例
５
「
集
合
的
評
価
」

で
は
、わ
が
国
の
実
務
上
、住
宅
ロ
ー

ン
に
つ
い
て
個
別
的
に
評
価
す
る
こ

と
は
ま
れ
で
あ
る
た
め
、
個
別
評
価

の
設
例
は
取
り
入
れ
な
い
点
な
ど
、

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
か
ら
の
変
更
を
提
案

し
て
い
る
。

専
門
委
員
か
ら
全
体
的
に
異
論
は

聞
か
れ
な
か
っ
た
。

ま
た
、
第
５
４
３
回
親
委
員
会
で

も
審
議
が
行
わ
れ
、
特
段
の
意
見
は

聞
か
れ
な
か
っ
た
。

満
期
保
有
目
的
の
債
券
お
よ
び

そ
の
他
有
価
証
券
に
分
類
さ
れ
る

債
券
の
取
扱
い

第
５
４
３
回
親
委
員
会
に
お
い

て
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
け
る
満

期
保
有
目
的
の
債
券
お
よ
び
そ
の
他

有
価
証
券
に
分
類
さ
れ
る
債
券
（
以

下
、「
満
期
保
有
目
的
の
債
券
等
」

と
い
う
）
の
取
扱
い
に
関
す
る
再
提

案
に
つ
い
て
審
議
が
行
わ
れ
た
。

第
５
３
４
回
親
委
員
会
（
２
０
２
４

年
11
月
１
日
号
（
№
１
７
２
５
）
情

報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
て
満
期

保
有
目
的
の
債
券
等
の
減
損
議
論
と

金
融
商
品
の
分
類
お
よ
び
測
定
の
見

直
し
の
進
め
方
に
つ
い
て
分
析
・
検

討
が
行
わ
れ
た
。
そ
こ
で
聞
か
れ
た

意
見
を
踏
ま
え
、
事
務
局
よ
り
、
満

期
保
有
目
的
の
債
券
、
お
よ
び
そ
の

他
有
価
証
券
の
う
ち
貸
付
金
代
替
性

債
券
を
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
対
象
と

し
、
ま
た
、
分
類
お
よ
び
測
定
の
見

直
し
の
着
手
に
関
す
る
方
向
性
に
つ

い
て
は
、
減
損
に
関
す
る
公
開
草
案

の
公
表
後
、
議
論
を
行
う
と
の
再
提

案
が
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
は
、
賛
成
意
見
が
多
く

聞
か
れ
た
。

去
る
３
月
19
日
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
は
第

50
回
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
基
準
委
員

会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

補
足
文
書
の
検
討

２
０
２
４
年
３
月
に
公
表
さ
れ
た

Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
公
開
草
案
に
対
し

て
、
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
基
準
の
例
示
的
ガ
イ

ダ
ン
ス
や
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
が
発
行
す
る
教

育
的
資
料
等
の
参
照
に
関
す
る
要
求

事
項
・
適
用
指
針
は
存
在
し
な
い
が
、

Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
の
適
用
に
際
し
て
必

要
な
情
報
だ
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、
こ
れ
ら
を
「
補
足
文
書
」
な
ど

の
形
で
公
表
し
、
位
置
づ
け
を
明
確

化
す
る
こ
と
を
求
め
る
コ
メ
ン
ト
が

寄
せ
ら
れ
て
い
た
。
こ
れ
に
対
し
、

昨
年
11
月
28
日
に
行
わ
れ
た
第
44
回

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
基
準
委
員
会
で

は
、
賛
意
が
聞
か
れ
て
い
た
。

事
務
局
は
、
第
44
回
会
議
で
提
案

さ
れ
て
い
た
６
つ
の
文
書
に
、
本
年

１
月
23
日
に
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
が
公
表
し
た

資
料
を
加
え
た
次
の
７
つ
の
教
育
的

資
料
等
の
翻
訳
を
、
補
足
文
書
と
し

て
位
置
づ
け
て
公
表
す
る
こ
と
を
提

案
し
た
。

⑴　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ 

Ｓ
１
号
「
サ
ス
テ
ナ

ビ
リ
テ
ィ
関
連
財
務
情
報
の
開
示

に
関
す
る
全
般
的
要
求
事
項
」
に

関
す
る
付
属
ガ
イ
ダ
ン
ス

⑵　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ 

Ｓ
２
号
「
気
候
関
連
開

示
」
に
関
す
る
付
属
ガ
イ
ダ
ン
ス

⑶　
教
育
的
資
料
「
気
候
関
連
の
リ

ス
ク
及
び
機
会
の
自
然
及
び
社
会

的
側
面
」

⑷　
教
育
的
資
料
「
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ 

Ｓ
１

号
に
お
け
る
要
求
事
項
を
満
た
す

た
め
の
『
Ｓ
Ａ
Ｓ
Ｂ
ス
タ
ン
ダ
ー

ド
』
の
使
用
」

⑸　
教
育
的
資
料
「
現
在
の
及
び
予

想
さ
れ
る
財
務
的
影
響
」

⑹　
教
育
的
資
料
「
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ

テ
ィ
関
連
の
リ
ス
ク
及
び
機
会
、
並

び
に
重
要
性
が
あ
る
情
報
の
開
示
」

⑺　
教
育
的
資
料
「
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
に
お
け

る
プ
ロ
ポ
ー
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
の
メ

カ
ニ
ズ
ム
」

委
員
か
ら
は
賛
意
が
聞
か
れ
、
補

足
文
書
と
し
て
公
表
す
る
こ
と
が
了

承
さ
れ
た
。
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日
米
金
融
政
策
の
現
状
と
ス
タ
ン
ス
の

違
い

金
　
　
融

ト
ラ
ン
プ
政
策
は
ど
こ
へ
行
く

証
　
　
券

日
本
銀
行
は
３
月
19
日
、
金
融

政
策
決
定
会
合
に
お
い
て
、
無
担
保

コ
ー
ル
翌
日
物
金
利
の
誘
導
目
標
を

現
状
の
０
・
５
％
程
度
で
維
持
す
る

よ
う
促
す
方
針
を
維
持
し
た
。
生
鮮

食
品
を
除
く
消
費
者
物
価
指
数
は
前

年
比
で
３
％
台
前
半
と
な
っ
て
お
り
、

賃
金
上
昇
や
政
府
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
負

担
緩
和
策
縮
小
が
影
響
し
て
い
る
。

春
季
労
使
交
渉
に
お
け
る
賃
上
げ

率
は
５
・
４
６
％
で
、
植
田
総
裁
も

会
見
で
述
べ
た
よ
う
に
、
昨
年
同
様

の
高
水
準
で
全
体
に
拡
大
傾
向
に
あ

る
こ
と
を
認
め
て
い
る
。
今
後
の
政

策
運
営
に
つ
い
て
は
、
物
価
と
経
済

情
勢
を
見
極
め
な
が
ら
、
実
質
金
利

が
依
然
と
し
て
低
水
準
で
あ
る
こ
と

を
踏
ま
え
、
必
要
に
応
じ
て
政
策
金

利
を
引
き
上
げ
る
意
向
を
示
し
た
。

一
方
、
米
連
邦
準
備
制
度
理
事
会

（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
）
は
、
３
月
18
～
19
日
、

政
策
金
利
の
誘
導
目
標
レ
ン
ジ
を

４
・
２
５
％
～
４
・
５
％
に
据
え
置
く

こ
と
を
決
定
し
た
。
加
え
て
、
４
月

か
ら
米
国
債
の
月
間
償
還
上
限
を
従

来
の
２
５
０
億
ド
ル
か
ら
50
億
ド
ル

に
引
き
下
げ
、量
的
引
締
め
（
Ｑ
Ｔ
）

の
ペ
ー
ス
を
減
速
さ
せ
る
措
置
も
発

表
し
た
。

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
政
治
・
経
済

に
わ
た
る
強
硬
な
政
策
展
開
が
世
界

を
揺
さ
ぶ
っ
て
い
る
。

国
際
政
治
の
焦
点
で
あ
る
ロ
シ
ア

の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
、
イ
ス
ラ
エ
ル

の
パ
レ
ス
チ
ナ
・
ガ
ザ
攻
撃
に
対
し

て
、
同
氏
は
就
任
早
々
に
停
戦
案
を

提
示
し
て
み
せ
た
。
ガ
ザ
の
戦
闘
は

１
月
に
６
週
間
の
停
戦
合
意
に
至
っ

た
も
の
の
、
予
定
期
間
終
了
と
と
も

に
イ
ス
ラ
エ
ル
は
攻
撃
を
再
開
し

た
。
ロ
シ
ア
対
ウ
ク
ラ
イ
ナ
戦
争
で

は
、
ロ
シ
ア
の
強
気
姿
勢
が
目
立
っ

て
停
戦
合
意
に
は
ほ
ど
遠
い
状
況
に

あ
り
、
ト
ラ
ン
プ
流
交
渉
戦
術
は
行

き
詰
ま
っ
て
い
る
。

ま
た
、
内
政
面
で
は
予
算
縮
小
、

小
さ
な
政
府
の
実
現
を
目
指
し
て
政

府
効
率
化
省
を
設
立
し
、
公
務
員
の

大
幅
な
削
減
を
目
指
し
た
。
実
業
家

イ
ー
ロ
ン
・
マ
ス
ク
氏
が
ト
ッ
プ
を

務
め
る
異
例
の
政
府
機
関
は
す
ぐ
に

フ
ル
回
転
し
た
が
、
多
様
な
政
府
業

務
を
担
当
す
る
専
門
家
が
大
量
解
雇

さ
れ
て
し
ま
っ
た
。

不
法
移
民
を
帰
国
さ
せ
る
政
策
も

即
実
働
開
始
、
多
く
の
人
た
ち
が
犯

罪
者
と
さ
れ
て
出
身
地
の
中
南
米
各

国
へ
強
制
的
に
帰
さ
れ
た
。
こ
の
よ

う
な
強
引
な
ト
ラ
ン
プ
政
策
に
反
発

日
銀
は
今
回
、
政
策
金
利
を
据
え

置
い
た
が
、
物
価
が
３
％
台
を
維

持
し
、
春
闘
賃
上
げ
が
５
％
超
と

定
着
の
兆
し
を
み
せ
る
な
か
、
０
・

２
５
％
幅
の
利
上
げ
を
検
討
す
る
余

地
は
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
た
だ

し
、
今
後
も
利
上
げ
の
可
能
性
に
言

及
す
る
姿
勢
は
、
市
場
と
の
対
話
を

重
視
す
る
観
点
か
ら
は
妥
当
で
あ
ろ

う
。
一
方
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
Ｑ
Ｔ
を
減
速

す
る
発
表
は
、
現
行
の
高
水
準
の
株

価
や
景
気
動
向
を
踏
ま
え
、
過
度
な

金
融
引
締
め
を
避
け
る
た
め
の
柔
軟

措
置
と
解
釈
で
き
る
。

日
米
の
金
融
政
策
ス
タ
ン
ス
の
違

い
は
、
当
面
、
円
高
・
ド
ル
安
を
促

す
こ
と
に
な
る
。た
だ
、円
高
に
よ
っ

て
投
資
コ
ス
ト
が
減
少
す
れ
ば
、
日

本
企
業
の
対
外
投
資
加
速
を
招
く
う

え
に
、
米
国
の
資
産
縮
小
ペ
ー
ス
が

鈍
化
す
れ
ば
、中
期
的
に
再
び
円
安
・

ド
ル
高
圧
力
と
な
る
可
能
性
が
あ

る
。
日
本
の
イ
ン
フ
レ
は
一
時
的
な

も
の
で
は
な
く
、
賃
上
げ
が
持
続
的

に
価
格
上
昇
へ
と
反
映
さ
れ
る
構
造

の
定
着
が
視
野
に
入
り
つ
つ
あ
り
、

金
融
政
策
に
は
今
後
も
機
動
的
か
つ

先
見
的
な
対
応
が
求
め
ら
れ
る
状
況

が
続
き
そ
う
だ
。

を
強
め
る
人
々
や
国
々
は
、
反
ト
ラ

ン
プ
の
デ
モ
や
集
会
な
ど
を
活
発
化

さ
せ
て
き
て
い
る
。

経
済
政
策
の
中
心
で
あ
る
関
税
政

策
は
、
一
段
と
広
が
り
を
み
せ
て
き

た
。
４
月
２
日
に
は
自
動
車
、
医
薬

品
、
半
導
体
の
製
品
別
関
税
に
加
え

て
、「
相
互
関
税
」
を
発
動
さ
せ
る

と
い
わ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
現
在
、

米
国
製
品
に
関
税
を
か
け
て
い
る
国

に
対
し
て
、
米
国
向
け
の
同
製
品
に

同
水
準
の
対
抗
関
税
を
課
す
と
い
う

も
の
で
、そ
の
影
響
が
憂
慮
さ
れ
る
。

す
で
に
米
国
で
は
２
月
に
発
動
さ

れ
た
関
税
引
上
げ
の
影
響
で
値
上
が

り
す
る
商
品
が
増
え
始
め
、
消
費
停

滞
、
景
気
鈍
化
を
懸
念
す
る
声
も
高

ま
り
つ
つ
あ
る
。
こ
れ
で
は
米
株
価

が
元
気
に
な
れ
る
は
ず
が
な
い
。
米

市
場
に
連
な
る
日
本
・
ア
ジ
ア
、
欧

州
な
ど
の
株
価
も
同
様
で
あ
る
。

た
だ
、
ト
ラ
ン
プ
氏
は
株
価
動
向

を
気
に
し
て
い
る
と
い
わ
れ
る
。
そ

の
た
め
、
政
策
発
動
に
際
し
て
は
予

告
し
て
き
た
政
策
の
内
容
、
レ
ベ
ル

を
引
き
下
げ
る
、
と
い
っ
た
こ
と
も

あ
り
得
よ
う
。
情
け
な
い
が
、
当
面

株
価
停
滞
の
突
破
口
は
そ
の
あ
た
り

に
期
待
す
る
ほ
か
は
な
い
だ
ろ
う
。

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考
2025年
3月14日

令和６年金融商品取引法等改正
に係る政令・内閣府令案等 金融庁

令和６年金融商品取引法等改正に伴い、公開買付制度と大量保有報告制度の見直し
に関して関係政令・内閣府令等の規定の整備を行うもの。コメント期限は４月13日。
https://www.fsa.go.jp/news/r6/shouken/20250314/20250314.html

2025年
3月19日

期中レビュー基準報告書１号「独
立監査人が実施する中間財務諸
表に対するレビュー」、同２号「独
立監査人が実施する期中財務諸
表に対するレビュー」等の改正

JICPA

特定の事業体（PIE）の財務諸表監査に特有の独立性に関する規定が期中レビューに
も適用される点を明確にするため、期中レビュー報告書における開示等について所
要の改正をしたもの。期中レビュー基準報告書２号実務ガイダンス１号「東京証券取
引所の有価証券上場規程に定める四半期財務諸表等に対する期中レビューに関する
Ｑ＆Ａ（実務ガイダンス）」も改正されている。
https://jicpa.or.jp/specialized_field/20250319gaj.html

2025年
3月24日

「記述情報の開示の好事例集
2024」の最終版 金融庁

有報の「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記載に参考となる開示例を取
りまとめたものの最終版。経営上の重要な契約等やMD＆A等を追加している。
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20250324-2.html


